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研究要旨 

多量飲酒によるアルコール健康障害が国民に与える影響は大きい。これを医療経済的な観点からそ

の影響を検討する必要がある。わが国の医療費分析では、costと expenditure の概念があるが、実際

に医療にかかった支出である expenditure に着目した報告は少ない。そこで、文献レビューを通し、

アルコール健康障害の医療コストに関するエビデンスの収集を行い、アルコールが医療コストに与え

る影響を明確にし、医療費の面から飲酒量低減の際の疾病負荷改善に資することを目的として、エビ

デンスの収集を行った。 

研究はわが国の医療費研究の expenditure の観点に絞り、アルコールが医療経済的に与える影響を

文献レビューによって行った。推計・試算にもとづくアルコールと医療費では推計の前提となるデー

タにより、総医療費の 0.52%から 6.9%がアルコール関連疾患に相当すると見込まれた。また、飲酒と

医療費に関するコホート研究では、多量飲酒者は、それ未満の飲酒者に比べ、月額約 2000円の医療費

を過剰に使用し、その過剰は入院医療費から生じている可能性が考えられた。さらに、DPC データから

みたアルコール性慢性膵炎の医療費研究では、アルコール性慢性膵炎はその他の膵炎に比べ、1件あた

り約 10万円、過剰に医療費が生じていることが示された。 

文献レビューを通し、医療経済的な面から、多量飲酒者に対する飲酒量低減対策は、医療費を含む

疾病負荷の改善に寄することが明らかとなった。多量飲酒者に対する飲酒量低減対策を一層推進する

ことを提言する。 

 

Ａ．研究目的 

飲酒は、喫煙と並んで、国民に広く浸透して

いる嗜癖行動である。多量飲酒によるアルコー

ル健康障害がわが国の国民に与える影響は大き

い 1-8。アルコールが与える死亡や疾患の発症へ

の影響は世界規模で確認されている 9。また国際

保健機関（WHO）の推計によると、健康問題の包

括的指標としての global disease burden in 

DALYs では、高血圧、喫煙と同じように、飲酒は

主要な疾病負荷と位置づけられており、全世界

の国民に与える影響は大きい。したがってアル

コール健康障害についての疫学研究、特に医療

費、医療経済的な視点からみた重要性を示す研

究が求められているが、わが国でのこれらの検

討は途上の域にある。 

医療費に関する論文を検討する際に、cost と

expenditureの使い分けに注意する必要がある。

前者は疾病のスクリーニングや治療にかかった

医療費だけでなく、通院に要する費用や労働損

失時間、家族の負担、遺失利益、介護その他に

関わる費用などを総称しており、便益分析を行

う際には酒税による税収も勘案してこれと相殺

される。しかし、この手法は必然的に多くの仮

定・前提を経て結論を導くことになるため、最
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終的な結論を解釈する際には慎重さが必要とさ

れる。一方、後者は実際に医療にかかった支出

という意味で使われる。入院や治療にかかった

直接費用を指し、一般的な医療費がこれに当た

る。この場合医療に係る支出のため分かりやす

いものの、分析対象に限定された結論しか出て

こないという留意点がある。例えば、介護保険

制度創設時には、それまで医療保険として扱わ

れていた一部の費用が介護保険に移行し、その

部分の費用は医療費から減少したという現象が

起こった。医療経済の分析結果を解釈する際に

はどのような研究手法・研究対象なのか、Cost

か Expenditure かに注意して理解する必要があ

る。 

そこで、本研究では、文献レビューを通し、

アルコール健康障害の医療コストに関するエビ

デンスの収集を行い、アルコールが医療コスト

に与える影響を明確にし、医療費の面から飲酒

量低減の際の疾病負荷改善に資することを目的

とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 わが国における、アルコールと医療費に関す

る研究のうち、主に expenditure に関する疫学

調査研究を対象とし 10-14、わが国のエビデンスの

収集にあたった。特に、推計・試算にもとづく

アルコールと医療費、飲酒と医療費に関するコ

ホート研究、DPCデータからみたアルコール性慢

性膵炎の医療費に関する文献レビューを行っ

た。 

（倫理面への配慮） 

 公表されている文献を用いたレビューのた

め、倫理面の問題がないと判断した。 

 

Ｃ．研究結果 

1.推計・試算にもとづくアルコールと医療費 

 アルコールの影響による社会経済的損失に関

する研究では 10、アメリカの推計式を用いて、

costと expenditureを分けて試算した研究報告

である。これによると、expenditureのみ、つま

りわが国におけるアルコール関連の医療費は約

１兆 1千億円と試算されており、当時の医療費

総額の約 6.9%を占めていると推計されている。

この研究では、労働損失など医療費以外の間接

費用は 5 兆円を超えているとされており、cost

全体（expenditureを含む）は約 6 兆 6千億円と

試算されている。これは、調査時期の酒税収入

の約 3倍である。約 4 兆円の過剰 costがアルコ

ール濫用によって生じていることを示唆してい

る。 

一方、厚生労働省の患者調査と社会医療診療

行為別調査報告にもとづいて、アルコールが原

因と考えられる入院と外来の費用

（expenditure）を推計した報告がある 11。アル

コールが原因と考えられる疾患は、“アルコール

使用による精神および行動の障害”、“アルコー

ル性肝疾患”、“慢性膵炎”、“急性膵炎”とし

た。このうち、“アルコール使用による精神およ

び行動の障害”と“アルコール性肝疾患”は全

例、“慢性膵炎”と診断されたものの 55%、“急性

膵炎”と診断されたものの 40%を、アルコールに

起因するものとして算定された。患者調査から

得られる、1日の医療費に受診者数と 365 日を乗

じて 1年間の医療費を試算された。結果とし

て、対象とした疾患や頻度を反映したアルコー

ル関連医療費は国民医療費の 0.52％であったと

報告されている。前出の先行研究とは大きな乖

離みられた。これは、試算にのもととなる推計

式・データが異なること（アメリカの推計式

か、患者調査等か）、疾患名を後者はアルコール

と関連が強いものだけに限定していることなど

による差異が生じたとみられる。 

2.飲酒と医療費に関するコホート研究 

多量飲酒による健康への影響は、高血圧症、

心疾患、脳血管疾患、がんなど生活習慣病に強

く及ぶ。これらの疾患は、通常複数の危険因子
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の複合的な働きで発症するため、アルコール単

独の影響を明らかにすることは難しい。その中

で、地域住民を対象とした飲酒習慣と実際の医

療費の関連をコホート研究で検討した研究によ

り、飲酒習慣と長期的な総医療費の関連を明ら

かにした。 

滋賀国保コホート研究では、滋賀県内の 7町 1

村における 40-69歳の国民健康保険加入者 2,039

名（男性 1,520 名、女性 519名）を約 10年間追

跡して、調査開始時点の飲酒者の飲酒量とその

後の医療費の関連を検討した 12。男性の対象者

を、機会飲酒、毎日エタノール 23g（日本酒 1合

相当）以下摂取、毎日エタノールを 23-46g摂

取、毎日エタノールを 69g（日本酒 3合相当）以

上摂取の 4群に分けたところ、毎日エタノール

69g以上摂取する男性の多量飲酒者では、医療費

の平均値（調整幾何平均値）が最も高く（調整

幾何平均値 毎日エタノール 69g 以上摂取群 

10,148 円／月 vs. 機会飲酒群 8,485円／月；

P=0.184）、死亡リスクも最も高くなる傾向を示

した。女性では、毎日飲酒習慣を有する者で

は、機会飲酒者と比べると、平均医療費や死亡

のリスクが高い傾向であった。また、男女を合

わせて、毎日エタノール 69g以上摂取する群

は、それ未満の飲酒者の群より平均医療費で、1

か月あたり約 2000 円医療費が高かった（調整幾

何平均値 5,543 円／月 vs. 7,603 円／月；

P=0.01）。 

大崎国保コホート研究では、宮城県大崎保健

所管内の国民健康保険加入者である 40～79歳の

男性 17,497名を 4 年間追跡して、調査開始時点

の飲酒状況とその後の医療費の関連を検討した

13。1週間あたりにエタノールを 450g 以上摂取す

る多量飲酒者では、それ未満である少～中等量

飲酒者と比べて、入院医療費の平均値が高い傾

向であった。 

３．DPC データからみたアルコール性慢性膵炎の

医療費 

一般病院の DPC（diagnosis procedure 

combination）データを用いた慢性すい炎の医療

費分析研究として、2008 年および 2009 年におけ

る 65病院の約 58万件の退院患者の DPC データ

を活用して、アルコール性慢性膵炎と医療費の

関連を検討したものがある 14。退院時のサマリー

の主傷病欄に「アルコール性慢性膵炎」と記載

のあった 43件と「その他の膵炎」と書かれた

223件の二群を比較した。その結果、アルコール

性慢性膵炎の診断があった群がその他の膵炎の

群に比べて、1件当たりの医療費平均値が統計的

に有意に高くなっていた。（アルコール性慢性膵

炎群 520,578 円／件 vs. その他の膵炎群

410,748 円／件；P<0.05）。アルコール性慢性膵

炎が、他の膵炎と比べ、診療報酬が発生する臨

床の場面で、1件約 10 万円程度、過剰に医療費

を要することが明らかとなった。 

 

Ｄ．考察 

アルコール健康障害の医療コストに関するエ

ビデンスの収集を行い、多量飲酒が医療コスト

を増加させることを明確にすることができた。 

推計・試算にもとづくアルコールと医療費で

は推計の前提となるデータにより、総医療費の

0.52%から 6.9%がアルコール関連疾患で占めると

見込まれた。医療経済的な研究結果では、cost

と expenditure の留意点をふまえて、慎重に解

釈する必要がある。高血圧や不整脈などの循環

器疾患や消化管疾患の発症に、飲酒が関連して

いることが相当数考えられる。しかし、これら

は他の要因も含めた複合的な要因で発症するた

め、診療行為別調査報告書による疾患名単位の

解析ではアルコール関連疾患としては分類され

ず、診療報酬にもとづく結果は過小に評価され

ている可能性が考えられる。また、用いる解析

手法やデータセットにより異なる結果となるの

は、推計・試算である以上仕方がなく、限界が

含まれている。わが国における、総医療費にお
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けるアルコール関連疾患の割合は、先行研究が

示す 0.52%から 6.9%と幅広い結果であるが、こ

うした点を考慮しながら、解釈する必要があ

る。 

また、飲酒と医療費に関するコホート研究で

は、多量飲酒者は、それ未満の飲酒者に比べ、

月額約 2000円の医療費を過剰に使用し、その過

剰は入院医療費から生じている可能性が示唆さ

れた。これら結果の解釈として、月額約 2000円

の過剰医療費として算定された金額は幾何平均

値であるため、絶対的な金額でないことに留意

されたい。しかし、年齢、BMI、血清 ALTなどの

交絡要因を考慮してもなお、多量飲酒群で医療

費が増加する傾向がみられた点は、expenditure

としての医療費とアルコール摂取の関連をより

直接的に示していると思われる。また、その過

剰は入院医療費から生じている可能性があるこ

とから、多量飲酒者は、早期受診でなく重症化

等の入院に至る状態まで医療機関を受診し難い

ことが考えられた。したがって医療費適正化の

ための対策として、多量飲酒者をターゲットと

した早期の飲酒量低減対策・指導は医療経済の

観点からも必要性が高いことが示唆された。 

さらに、DPCデータからみたアルコール性慢性

膵炎の医療費研究では、アルコール性慢性膵炎

はその他の膵炎に比べ、1件あたり約 10 万円、

過剰に医療費を使っていることが示された。医

療が必要な状況において、アルコール関連疾患

を代表するアルコール性慢性膵炎は、他の膵炎

に比べ、より多くの医療行為や医療処置を要す

ることが臨床医療を反映した報告から推察され

た。 

本文献レビュー結果をわが国全体で適用して

いくためには、いくつか考慮すべき点がある。

本レビューに用いた文献のほとんどはわが国で

行われた研究にもとづく文献であるが、調査さ

れた地域や世代が、現在の国民の状況を反映す

る実態と直接的に合わない可能性が含まれる。

特に女性の飲酒者はわが国では男性に比べ、比

較的少なかった時代背景が反映されている。性

別による結果は現在と異なる可能性があり、解

釈には注意が必要である。近年の変化を十分に

とらえきれていない可能性が含まれる。さら

に、この他、研究によって調整項目や追跡期間

が若干異なる。調整項目の数や追跡期間の多少

が、結果を検討する際に留意しなければならな

い点として挙げられる。 

 留意点を含みつつ、本研究結果をふまえ、多

量飲酒者への飲酒低減の対策は、医療費適正化

の観点からも必要であることを本研究結果は示

唆している。 

 

Ｅ．結論 

アルコール健康障害の医療コストに関するエ

ビデンスの収集を行った。医療費研究の

expenditureの観点に絞り、アルコールが医療経

済的に与える影響を明確にした。推計・試算に

もとづくアルコールと医療費では推計の前提と

なるデータにより、総医療費の 0.52%から 6.9%

がアルコール関連疾患で占めると見込まれた。

また、飲酒と医療費に関するコホート研究で

は、多量飲酒者は、それ未満の飲酒者に比べ、

月額約 2000円の医療費を過剰に使用し、その過

剰は入院医療費から生じている可能性が示唆さ

れた。さらに、DPCデータからみたアルコール性

慢性膵炎の医療費研究では、アルコール性慢性

膵炎はその他の膵炎に比べ、1件あたり約 10万

円、過剰に医療費が発生していることが示され

た。医療費の面からも、多量飲酒者に対する飲

酒量低減対策は疾病負荷改善に資することがで

きることが示唆された。 
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